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51―19 P U D T 
 

無効審判の審決、審決の原簿登録等 

 

 

１．  審決の時期 

事件が審決をするのに熟した（審理に必要な事実を全て参酌し、取り調べるべ

き証拠を全て調べて、結論を出せる状態に達した）ときは、審決の予告（特§164

の 2①）をするか、審理の終結を通知して審決をする（特§156②④、実§41、意

§52、商§56①、§68④）。 

事件が審決をするのに熟したかについては、合議体が以下の点などを総合考

慮して決定する。 

(1) 当事者間で事実の認否が噛み合うとともに、争いのある事実が何であるかが

両当事者及び合議体に明らかになっているか（通常は第一答弁段階までで完

了）。 

(2) 当該争点について、立証責任のある側の当事者によって立証がされ、それに

ついて反対当事者に反論･反証の機会があったか（通常は、口頭審理、第一答弁

段階又は第一弁駁段階までで完了。なお、反対当事者の「請求の趣旨」又は「答

弁の趣旨」どおりの審決をするときは、反論･反証の機会を与える必要はない）。 

(3) 訂正の請求（特許）、訂正（実用）や新たな無効理由の提示等により、相手

方にさらなる反論機会を与える必要が生じているか（通常は第一答弁段階又は

第一弁駁段階で検討）。 

(4) 合議体の心証形成のために、一方当事者の主張立証に対する相手方の反論を

さらに聴く必要があるか。 

  

２．  無効審判の審決 

(1) 特許、実用新案、商標 

無効審判の審決には、以下の４とおりがある。 

ア  請求人の請求を全部認める（特許、実用新案については、請求人が無効を

https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_164_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_164_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_156
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_5-At_41
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_52
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_52
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_56
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_7-At_68
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主張する請求項の全てに係る特許（又は実用新案登録）を無効とする。商標

登録については、請求人が無効を主張する指定商品又は指定役務の全てにつ

いて無効とする。）。 

イ  請求人の請求を一部認める（特許、実用新案については、請求人が無効を

主張する請求項の一部に係る特許（又は実用新案登録）を無効とし、他の請

求項については無効としない。商標登録については、請求人が無効を主張す

る指定商品又は指定役務の一部を無効とし、他の指定商品又は指定役務は無

効としない。）（特§125、特§185、商§46 の 2①、§69）。 

ウ  請求人の請求を認めない（特許、実用新案については、請求人が無効を主

張する全ての請求項に係る特許（又は実用新案登録）を無効としない。商標

登録については、請求人が無効を主張する全ての指定商品又は指定役務につ

いて無効としない。）。 

エ  審判の請求を却下する（→51―08、45―04 の５．）。 

(2) 意匠 

無効審判の審決には、以下の３とおりがある。 

ア  請求人の請求を認める。 

イ  請求人の請求を認めない。 

ウ  審判の請求を却下する（→51―08、45―04 の５.）。 

  

３．  審決の記載 

(1) 審決の記載にあたっての一般的事項（→45―03） 

審決の「結論」は、事件の当事者の請求の趣旨に対してどのような範囲で認

容又は排斥したかを示す合議体の判断の結果であるから、結論には、請求の趣

旨を超えた判断を記載してはならない。 

無効審判（特§123）に関する費用の負担については、当事者の申立ての有無

にかかわらず職権をもって、どちらが負担すべきかを結論の項で明瞭に表示す

る。 

審決の理由には、争点及びそれに対する判断を記載する。その際、原則とし

て、全ての理由（請求人が申し立てた理由及び職権で無効理由を通知していた

ときはその理由）を審理判断し、判断の結論とその具体的理由を示す。ただし、

https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_125
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_10-At_185
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_8-At_69
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/51-08.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/45-04.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/51-08.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/45-04.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/45-03.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_123
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審決の結論に直結しない無効理由については、その判断の結論を示すものの、

その理由の記載の程度等は、合議体が適当と考えるものとすることができる。 

請求の理由の補正許否の決定（→51―15 の４．(2)（特§131 の 2②、意§52））

を行った場合であって、補正を不許可とする決定をしたときには、不許可の決

定の前提となった、請求の理由の補正が請求書の要旨を変更するとの判断を記

載するとともに、そのように判断した理由を示す（請求人が要旨変更との判断

に対して争っていないときには、簡潔な記載でよい）。 

(2) 後発的無効理由に基づいて無効とするとき 

後発的無効理由（特§123①七、実§37①六、意§48①四、商§46①五～七）

に基づいて権利を無効とするときの審決の結論には、その権利が同号に該当す

るに至った時を明示することが望ましい（特登令§9③、特登施規§37、実登令

§3③、実登施規§3④、意登令§3③、意登施規§6④、商登令§3④、商登施規

§16 の 2）。 

(3) 特許無効審判において訂正請求があるとき（→45―04 の５．(2)ウ（ウ）） 

ア  無効審判手続中に請求した訂正を認める場合又は訂正を一部認める場合、

その旨を審決の結論中に記載することによって、訂正請求によりされた訂正

の効果を生じさせる（特§134 の 2⑨→特§128）。 

  無効を主張する請求項を全て削除する訂正を認めるときは、無効審判の請

求を審決により却下する（→51―08 の３．オ）。 

  無効を主張する請求項の一部を削除する訂正を認めるときは、削除された

請求項についての無効審判の請求を審決により却下する（→51―08 の３．

オ）。 

イ  無効審判手続中に請求した訂正を認めないときは、審決の結論中には訂正

を認めないことを記載せず、理由中でその旨記載する。これは、「訂正を認

めない」ことだけを争う利益はないからである。 

 

４．  審決の確定 

部分確定が生じるときがある（特§167 の 2）（→46―00）。 

  

５．  審決の効果 

https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/51-15.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_131_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_52
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_123
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_5-At_37
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_48
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_2-At_9
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400033#Mp-Ch_3-Se_2-At_37
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400034#Mp-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000041#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400035#Mp-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400036#Mp-At_16_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400036#Mp-At_16_2
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/45-04.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_134_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_128
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/51-08.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/51-08.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_167_2
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/46-00.pdf
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(1) 無効とする旨の審決の効果 

ア  無効審決が確定したときは、権利は初めから存在しなかったものとみなさ

れる（特§125、実§41、意§49、商§46 の 2①、§68④）。 

イ  後発的無効理由（特§123①七、実§37①六、意§48①四、商§46①五～七）

に基づいて、その権利を無効にすべき旨の審決が確定したときは、権利は、

同号に該当するに至った時から存在しなかったものとみなされる（特§125

ただし書、実§41、意§49 ただし書、商§46 の 2①ただし書）。 

ウ  民事訴訟法上、刑事訴訟法上の再審事由となり得る（民訴§338①八、刑訴

§435 五）。ただし民事訴訟法上の扱いについては、侵害訴訟等（特§104 の

3①の規定が適用されているとき）の判決確定後に無効にすべき旨の審決が

確定した場合、当該審決が確定したことを理由とする確定判決の再審は制限

される（特§104 の 4 一、平 23 附§2⑮）。 

エ  特許、実用新案の一部無効の審決が確定したときは、該当する請求項に係

る特許のみが無効となる（特§123①、§185）。意匠については本意匠と関

連意匠であっても無効請求された意匠のみが、商標については指定商品、役

務ごとに無効となる。 

(2) 特許無効審判における訂正を認める旨の審決の効果 

ア  訂正請求による訂正を認める旨の無効審判の審決が確定したときは、訂正

された明細書、特許請求の範囲又は図面により特許出願、出願公開、特許を

すべき旨の査定又は審決及び特許権の設定の登録がされたものとみなされる

（特§134 の 2⑨）。 

イ  侵害事件等の判決確定後に訂正をすべき旨の審決（政令で定めるものに限

る）が確定したときには、訂正が確定したことを理由とする確定判決の再審

は制限される（特§104 の 4 三、特施令§8）。 

(3) 無効審判の審決についての一事不再理 

ア  無効審判の確定審決の登録が平成 24 年 4 月 1 日以降である場合 

無効審判の審決が確定したときは、当該審判の当事者及び参加人は同一の

事実及び同一の証拠に基づいて、その審判を請求することができない（特§

167、実§41、意§52、商§56①、§68④）（→30―02）。 

イ  無効審判の確定審決の登録が平成 24 年 3 月 31 日以前である場合 

https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_125
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_5-At_41
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_49
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_7-At_68
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_123
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_5-At_37
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_48
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_125
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_125
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_5-At_41
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_49
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/408AC0000000109#Mp-Pa_4-At_338
https://laws.e-gov.go.jp/law/323AC0000000131#Mp-Pa_4-At_435
https://laws.e-gov.go.jp/law/323AC0000000131#Mp-Pa_4-At_435
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_4-Se_2-At_104_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_4-Se_2-At_104_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_4-Se_2-At_104_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_123
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_10-At_185
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_134_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_4-Se_2-At_104_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000016#Mp-At_8
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_167
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_167
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_5-At_41
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_52
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_56
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_7-At_68
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/30-02.pdf
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無効審判の確定審決の登録があったときは、何人も同一の事実及び同一の

証拠に基づいて、その審判を請求することができない。 

(4) 後発的な無効理由により商標登録を無効にすべき旨の審決の確定の効果 

商標登録が商§46①五～七に該当する場合において、その商標登録を無効に

すべき旨の審決が確定したときは、商標権は、その商標登録が当該無効理由に

該当するに至った時から存在しなかったものとみなされる（商§46 の 2①ただ

し書）。 

また、商標登録が、商§46①五～七に該当するに至った時を特定できないと

きは、商標権は、その商標登録を無効にすべき旨の審判請求の登録の日（予告

登録の日）から存在しなかったものとみなされる（商§46 の 2②）。 

 

６．  登録等 

(1) 審判請求の予告登録 

無効審判の請求があったときは、特許原簿に予告登録される（特登令§3 四、

実登令§2、意登令§1 の 3 三、商登令§1 の 2 三）。 

予告登録は、表示部に審判の請求があった年月日、審判の番号及び請求の趣

旨を記録することによってされる（特登施規§38、実登施規§3④、意登施規§

6④、商登施規§16 の 3）。 

(2) 確定審決の登録 

無効審判の確定審決は、特許庁長官の職権で登録され（特登令§16 十、実登

令§6 五、意登令§6 三、商登令§7 五）、その登録の方法は、表示部に審判の

番号、審決が確定した旨及びその年月日、並びに確定審決の概要を記録するこ

とによってされる（特登施規§37、実登施規§3④、意登施規§6④、商登施規

§16 の 2①）。また、審決が部分確定したとき（→46―00）は、「審決の一部

確定登録」として登録する。 

審決の原本は、特許原簿の一部とみなされる（特登令§9③、実登令§3③、

意登令§3③、商登令§3④）。 

(3) 明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正の登録 

特許・実用新案登録無効審判による明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正

は、特許庁長官の職権で登録される（特登令§16 二、実登令§6 二）。特許発

https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_46_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_1-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_1-At_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000041#Mp-Ch_1-At_1_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_1-At_1_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400033#Mp-Ch_3-Se_2-At_38
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400034#Mp-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400035#Mp-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400035#Mp-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400036#Mp-At_16_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_3-Se_1-At_16
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_3-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_3-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000041#Mp-Ch_3-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_3-At_7
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400033#Mp-Ch_3-Se_2-At_37
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400034#Mp-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400035#Mp-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400036#Mp-At_16_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400036#Mp-At_16_2
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/46-00.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_2-At_9
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000041#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_3-Se_1-At_16
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_3-At_6
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明の名称に変更があったときは、変更後の名称を登録する（特登施規§31、実

登施規§2 の 5②）。 

また、審決の部分確定に伴う訂正請求の確定があったとき（→46―00 の２．

(1)）は、「審決の一部確定登録」として特許原簿に登録がされる。 

なお、特許を受けた発明の当該明細書、特許請求の範囲及び図面は、特許原

簿の一部とみなされる（特登令§9②、実登令§3②、意登令§3②、商登令§3

②）。 

(4) 権利が消滅したときの取扱い 

権利の消滅（無効によるときを含む）は、特許庁長官の職権で登録される（特

登令§16 一、実登令§6 一、意登令§6 一、商登令§7 一）。 

権利の消滅を登録したときは、登録原簿における当該権利に関する登録は閉

鎖原簿に移される（特登令§12、実登令§4、意登令§4、商登令§5）。 

閉鎖原簿の保存期間は 20 年である（特登施規§5①、実登施規§3②、意登施

規§6②、商登施規§17②）。 

 

７．  手数料と費用負担 

(1) 手数料 

審判請求の手数料は、特§195②（実§54②、意§67②、商§76②）の規定に

従って納付する。 

ア  この際、特許無効審判については、無効を申し立てる請求項の数に応じた

手数料を納付しなければならない。 

イ  訂正審判又は訂正請求における訂正によって、上記請求項の数が増加した

場合、その増加した請求項（発明）についても無効審判を請求するときは、

増加した請求項（発明）についての手数料を請求人に納付させる。 

(2) 費用負担（→47―01～47―03） 

無効審判に関する費用の負担は、審判が審決により終了するときはその審決

をもって、審判が審決によらないで終了するときは審判による決定をもって、

職権で、定めなければならない（特§169①、実§41、意§52、商§56①、§68

④）。 

この場合の費用の負担については、特§169②の規定で準用する民訴§62 な

https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400033#Mp-Ch_3-Se_2-At_31
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400034#Mp-At_2_5
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400034#Mp-At_2_5
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/46-00.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_2-At_9
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000041#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_2-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_3-Se_1-At_16
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_3-Se_1-At_16
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_3-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000041#Mp-Ch_3-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_3-At_7
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000039#Mp-Ch_2-At_12
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_2-At_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000041#Mp-Ch_2-At_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000042#Mp-Ch_2-At_5
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400033#Mp-Ch_1_2-At_5
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400034#Mp-At_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400035#Mp-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400035#Mp-At_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400036#Mp-At_17
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_10-At_195
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_8-At_54
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_7-At_67
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_8-At_76
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/47-01.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/47-03.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_169
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_5-At_41
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_5-At_52
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_5-At_56
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_7-At_68
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_7-At_68
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_6-At_169
https://laws.e-gov.go.jp/law/408AC0000000109#Mp-Pa_1-Ch_4-Se_1-At_62
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どの適用について配慮する。 

 

８．  その他 

(1) 特許（登録）証 

特許庁長官は、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正を認

める旨の審決が確定した場合において、その登録があったときは、特許権者に

対し、特許（登録）証を交付する（特§28①、特施規§66、実§50①、実登令

§1 一、実施規§19、意§62①、意施規§16、商§71 の 2①，商施規§16 の 2）。 

(2) 審決公報、特許公報 

特許無効審判において明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正がされたとき

は、審判の確定審決並びに訂正した明細書、特許請求の範囲に記載した事項及

び図面の内容が、特許公報（特許訂正明細書）に掲載される（特§193②七、八）。 

上記公報は事件が確定した段階で発行され、事件に係る全ての請求が確定し

た時に発行される審決公報では、全文訂正明細書（訂正明細書が複数存在する

ときは複数）を連綴する形態で行われる。また、部分的に確定したときには、

部分確定審決公報が発行され、部分確定情報が掲載される。 

 

（改訂 R1.6） 

 

https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121#Mp-Ch_1-At_28
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400010#Mp-Ch_10-At_66
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000123#Mp-Ch_8-At_50
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_1-At_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000040#Mp-Ch_1-At_1
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https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000125#Mp-Ch_7-At_62
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400012#Mp-At_16
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000127#Mp-Ch_8-At_71_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400013#Mp-At_16_2
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